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〔1〕
　1947年8月15日，インドは，イギリスからの権力移譲というかたちをと
って，主権国家としての独立を実現した。その当日，国民会議派議長のア
ーチャリア・クリパラニーは，その「国民へのメッセージ」のなかでこの
偉大な事業は，マハートマ・ガンディーの「霊感をうけた指導」によるも
のである，とのべて，民族運動の指導老であるガンディーをたたえ，「民
族の父とよばれるに値する」とのべていた（1）。
　ところが，そのガソディーは，ニューデリーの「式典」に参加もせず，
また何のメッセージも送らず，カルカッタにあって，24時間の断食をおこ
なっていたのである。ガンディーのもとめていた「統一したインド」の独
立というイメージと，現実に実現した独立イソドとの間には大きな隔りが
あった。ガソディーの見方からすれぽ異質のものであったとさえいいうる
のかもしれない。
　パキスタンの独立をもとめるムスリム連盟は，その要求実現のための
「直接行動デー」を1946年8月16日と定め，コミュナリズムの対立と抗争
をあおりたてたのであった。これと斗い，これを克服することなしにイン
ドの独立はない。そのような独立とは，別の独立，すなわち，現実のもの
となった「分離独立」は，ガンディーにとっては，独立の名に値いしない
独立なのである。次善の独立として，これをうけいれるという考え方はガ
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ンディーにはなかった。ガンディーにとっては，独立はインド民族の統合
と再生のための前提であって，そういう意味で必要なものとして認識され
ていたように思われる。したがって，「分離独立」という形の独立は，ガ
ンディーにとっては実は独立ではなかったのである。
　この8月15日のガソディーを評して，ナンブーディリッパードウは次の
ようにのべて彼の偉大さであると指摘している。「他の会議派の指導者ら
が，権力の移譲は，彼らの指導した民族運動の勝利であるとして歓呼して
いた。まさにそのときに，ガンディーは，インドの政治的不安定性の二つ
の主要な原因について，人々の注意を喚起することを自分の仕事としてい
たのである。二つの原因の第一は，ヒンドゥーとムスリムの緊張した関係
である。それは，やがて新しく生れた二つの国家，インドとパキスタンの
緊張した関係をもたらしたのである。その第二は，会議派組織内部の腐敗
と堕落である。
　ガンディーを他の会議派指導者と区別するのはこの点である。人民の脈
に指をあててガンディーは次のことを感じることができた。すなわち，ヒ
ンドゥー＝ムスリム関係に根本的変化がもたらされないかぎり，そして会
議派の内部組織の状態が改善されないかぎり，新しいインドという国家は
崩壊の危機にあると。」ω
　インド政治におけるコミュナリズムの急速な台頭という最近の状況をみ
るにつけ，ガンディーの認識の正確さを改めてみとめなけれぽならない。
この分離独立は，外にはパキスタンとインドの対立，抗争という南アジア
地域における主要国家間の緊張関係を定着させるとともに，内にあって
は，この国際関係と連動するかたちで，コミュナリズムによってもたらさ
れる対立関係をインド国民のなかにつくりだし，拡大していくという困難
な問題をかかえこむことになったのである。すなわち，分離独立が，単に
パキスタンとインドの緊張関係という二国間問題を伴ったということにと
どまらず，国内のコミュナリズムをたえず再生産し，強化するという結果
にもなっているということに注目しなければならないように思われる。
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　ガソディーはこうしたことに気づいていたからこそ頑強に反対したので
あろう。イソドの統合と再生，さらにより高い段階へとインド民族を導こ
うとする彼にとって，この分離独立は障害となって，立ちはだかったので
ある。そして独立後45年の今目においてもなお，コミュナリズムの台頭と
それによる対立・抗争に傷つけられ，インド社会の発展ははぽまれている
のである。
　この独立の翌年1948年1月30日，ガンディーは暗殺された。コミュナル
対立との斗いの最中に狂信的ヒソズー教徒の兇弾に倒れたことにより，独
立後のインド社会と向き合ったガンディーの姿を明確に確立する時間的余
裕のないままに終ってしまった。しかし，ガンディーの後継者たち（政治
家となった人々とは別に）は，1948年3月にサルポダヤ・サマジとして知
られている組織を結成し，ガンディーが理想社会として描いたサルポダヤ
建設を目的とする活動を開始したのであった（3）。
　ところで，もうひとつの問題，すなわち，会議派組織における腐敗と堕
落に対しては，「国民会議派は非政治的組織，P一ク・サハヤーク・サン
グ（人民支援団）一それは純粋に人民に対する奉仕だけに献身すべき組
織である一に改組さるべきであると提案したのである。」ω
　しかし，そのような提案は実行されるはずもなく，会議派の指導者たち
は，この時点において，国家に対してまったくガンディーと異る立場にた
っていることを自ら認めることになったのである。
　すなわち，「数十年にわたって政治的権力獲得のために戦ってきた一つ
の組織が，民族発展の利益のために，その新しく手にいれた政治権力を用
いることを放棄しなければならぬというのはおかしなことだと彼らは考え
たのである。それゆえ彼らは1947年8月15日に彼らの手中に帰した国家機
構を，彼らの意にかなう線にそってインドを再建するために利用するとい
う，プログラムを掲げたのであった。」（5）
　以上みてきたように，インドが独立してのちのガンディーは，インドの
政治過程における指導者という位置からは，完全に身をひいていたといっ
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てもよいように見える。しかし，独立達成までの過程では，政治過程にお
ける指導者として，重要な局面では，彼は必ず登場していたのである。す
なわち，ガンディーの活動には，国民会議派の指導者としての政治の分野
での活動と，彼自身が組織したガンディー・セーワー・サングの活動，つ
まり，彼のいう「建設的プログラム」によるところの社会改革の活動の分
野の二つがあった。彼はこの両者をたくみに結合しながら，全体としての
インド民族運動を前進させ，かつまた彼の影響を世界的なものにまで高め
ていったともいえるのである。
　彼の生前においては，この両者は，ガンディーという一個人のなかに統
合されていたので，何ら矛盾しないかのようにみえ，しかも相互に作用し
あって，むしろ全体の力量を強化したようにみえていたのである。例えぼ
かの有名な塩の行進では，たしかに国民会議派の全国組織が大きな力を発
揮したのではあったが，世界の注目を集めたあの行動の中心はガンディー
と彼のもとに結集したサッティヤグラヒーたちであった（6）。
　しかしながら，この二つの分野の活動は，彼の死後，彼の二人の後継老
によって，別々に指導されるようになってからは，それらは統一ではな
く，分裂へ動き，そして矛盾し，対立するものとして，人々の目にうつる
ようになったのである。ということはまたこれら二つの分野は，かつてガ
ンディー自身が指導していた運動とは，別のものに変質していったという
ことも考慮しなけれぽならないように思われる。
　その二人の後継者とは，いうまでもなく，ジャワハルラル・ネルー，と
アーチャーリア・ヴィノバ・バーヴェのことである。国民会議派の指導老
としてネルーは，ガソディーの最も忠実な後継者ではあったが，彼はガソ
ディー主義老ではなく，思想的には異なるものがあった。従ってガソディ
ーの存命中から意見を異にしていたことはよく知られている。すでにのべ
たように，1947年8月15日というインド国家にとって最も重要な歴史の転
換点において，その評価は本質的な相違を示したのであった。しかし，こ
のインドの独立を達成し，その国家における支配政党の指導者として，イ
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ンドのその後の進路を決定し，実行していったネルーは，やはりガンディ
ーなきあとの政治的路線を決定してきた後継者ということができるのであ
る。それは，国民会議派の綱領，政治目標の独立運動からの継承性として
確i認できるからである。
　独立の達成ののち，ネルーは，積極的にその目標とする社会を構想し，
これを「社会主義型社会」と規定し，インド国民会議派のアヴァディー大
会（1955年）において，正式に党の政策目標として決定した。また1954年
には国家開発会議において，彼は，この政策目標を提案して国家の目標，
理念としたのである。すなわち，ネルー首相の実現していくべき社会像と
して「社会主義型社会」が結実されており，それは，国家によって実現さ
れるものとして考えられていたのである。
　この社会主義型社会は，ガンディーのいうサルポダヤとは似て非なるも
のといわざるをえないであろう。無階級社会，所得格差の解消，協同化，
などガンディーの唱えたある種の共同社会のもつ特徴を多数とりいれては
いるが，その根本原理において異質であるといわざるをえない。サルポダ
ヤは，あくまでも「国家なしの社会」であり，国家を否定するところから
生みだされてくる「共同体社会」なのである。ネルーが国家権力によって
すなわち，ラージ・シャクティーによってつくりだそうとした社会主義型
社会は，したがって，その出発点において異質なものだったのである。だ
から，すでにのべたように，ガンディーは独立の時点で，国民会議派の解
体を提案したのであり，その後は彼のいう「建設的プログラム」によって
のみ，新たなインド，すなわち，ガンディーのえがく「共同体的インド」
＝サルポダヤの実現が可能となると考えたのである（7）。
　このようにみてくると，ガンディーの真の後継者は，ヴィノバ・パーヴ
ェであるということになるが，独立後のインド全体の政治的経済的過程を
みると，ヴィノバのはたした役割は，あくまで補完的なもので，インド社
会全体に影響を及ぼすだけの広がりと力量をかねそなえていたものという
ことはできない。しかしながら，彼の提起したブーダソ運動は，そのサル
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ボダヤ建設の根幹をなしていた。しかもこの運動では土地改革は完全には
おこなわれえず，ヴィノバによって提起された問題は，今なお未解決のま
まのこされている（S）。そしてこのことが，インド社会のもつ最も根本的な
矛盾としてインドの前途に大きくたちはだかっているのだということを明
らかにしつづけているのである。
　ところで，近代ヨーロッパの歴史においても，権力不信，国家不信は，
かつての専制政治のもたらす諸結果への批判として拾頭したのであった
が，このような思想は古典派経済学にみられるような，市場メカニズムを
通じての自由な競争といったような商品経済の成長への信頼となって結実
していた。しかし，この資本主i義，さらにそれの発展した帝国主義によっ
て，三世紀にわたって，支配されてきたインドにおいては，このような市
場メカニズムに対してもきわめて強烈な批判をもたざるをえなかったので
あり，ガンディーの国家不信は，サルポダヤという共同体の理念に結実し
た。
　さらに市場メカニズムに対する批判，資本主義への批判的視点という点
では，ネルーもまた同様であった。彼の場合には，より鮮明に反帝国主
義＝社会主義の思想へと結実していった。こうして，時代の流れもあっ
て，国家の機能を充分に生かした「社会主義」的な思想が，発展途上諸国
では，大勢となっていたし，ネルーの政治理念も，その流れのなかの一潮
流として認識されてもいたのである。
　ところが，その後の発展途上諸国における開発過程は，必ずしも当初考
えられたような形態をえがいていったわけではない。インドの経済開発過
程は，資本主義的生産関係を発展させていく「計画」経済であったがため
に国家資本主義と定義され，非社会主義的で，国家の役割を中心にした開
発戦略として注目されたのであったが，1970年代以降になると多くの問題
が指摘されるようになり，改めて，ガソディーの主張が問い直されもする
ようセこなった。
　「ガソディー主義的アブn一チは，常に，欲望の自発的抑制，自己再生
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産的な村落共同体を維持することの必要性，そして如何にうまく人間と自
然との調和を保つかといった問題について語ってきた。このようなガンデ
ィー主義的アプローチは最近になってエコロジストやエコロジーに関心を
もった経済学者の中に共鳴を得るようになってきてはいるが，そのような
立場は50年代初頭においては，問題とするに足る理論的根拠を欠いている
ように映っていた。ガンディーとその弟子たちは，社会の方向転換の舵取
を期待できる人々というよりも，道学者ぶった年寄りのようであった。か
くてネルーを中心とする近代主義者たちの「科学主義」の方が，植民地支
配を抜け出した後の民族国家の建設に絡んだイデオロギーとしてより適切
と考えられ，彼らの立場が勝利を収めることとなった。」（9）
　ここでの，S．チャクラヴァルティーのガンディーとネルーの比較とそ
の評価には大変興味深いものがあり，また50年代と時代の背景も充分考慮
に入れているが，最近になっては，単にエコロジーの視点からではなく，
より広い視野のなかにガンディーをいれ，さらにそれを評価し，インド独
立後の経済的発展を考察してみたいと思うのである。
〔2〕
　国民経済の組成とその発展過程をみるとき，K．マルクスは，これに
「社会的生産有機体」（1°）という定義を与え，それのもつ総体性としての性
格をあらわそうとした。そこでの物質的生産は，有機体的性格をもった国
民経済の一部を構成するものとして存在し，また再生産過程として営ま
れ，生産者は，また消費者としても存在し，生活しているのである。
　国家が，そこでの仕組みや構造に，何らかのインパクトを与え，これを
変革し，改革しようとするとき，国家のこの行為は，この有機体を構成す
る国民，その諸階級の存在や反応，または行動との関連なしには，存在し
えないし，また何の成：果も生みだしえないであろう。とくにインドのよう
な彪大な人口と広大な国土をもった国家が，国家意志と，その国家の諸機
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構のもつ経済的機能がどこまで有効性を発揮し，その経済的開発の過程を
促進しえたのであろうか。インドが，この国家のもつ開発のための諸機能
をつかって意欲的な工業化政策を実行にうつし，急速な経済の近代化を実
現しようとしたのは，第2次5ヵ年計画以降とみられている。
　インドの工業化政策は，まつ重工業優先であること，第2に輸入代替工
業化であること，第3に，公的部門中心であることが，その特徴として指
摘できると思う。そして，この三者を結合して実行されてきたところに，
国家主導の工業化，つまり国家資本主義による工業化のモデルとして確認
されるのである。
　重工業優先の工業化戦略は，マハラノビス・モデルとして知られている
開発モデルにより実現された。この戦略の基本は，社会的総資本の再生産
過程においてはたす第1部門の役割に着目して，この第1部門を第一義的
に発展させる。換言すれば，工業化のための投資計画を第1部門に優先的
に配分することによって，消費生活に直接関連している，すなわち，消費
市場に結びついている第1部門ではなく，第1部門を優先的に創設しよう
とするものである。これは，市場メカニズムの動向から生産拡大を導き，
工業化をすすめる資本主義的工業化の従来のパターンとは異ったものと認
識することができる。
　発展途上諸国では，多少の差があれ，この国家資本主義方式が活用され
ているが，インドでは，再生産過程の部門別特徴をふまえての，近代的工
業部門創設のための戦略として重工業優先政策が採用されたところにその
特徴がある。製鉄部門，エネルギー部門，機械工業部門，重電機部門，な
どが，先進諸国との技術協力協定にもとついて，近代的工業群として創設
されていった。
　この重工業優先の工業化戦略は，また輸入代替工業化政策によって支え
られ，この両者は工業化発展のための車の両輪の役割をはたしたのであ
る。換言すれぽ，軽工業部門，（第11部門と考えてもよい）からはじめて
いく工業化は，消費財などの輸入依存度を減少させてはいくが，工業化に
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伴う新たな輸入依存をつくりだし，資本財輸入の拡大をもたらすという結
果をまねくのであるが，インドの場合には，重工業優先と輸入代替を結び
つけることによって，この課題を克服したようにみえていた。
　「このように重電，重機および工作機械などの生産をすべて同時に着手
するという工業化は，50年代後半における旧植民地国ではきわめて稀なケ
ースであった。もちろん外国からの技術導入が必要であったが，資本参加
については先にのべたように，とくに公企業についてはほとんど認めなか
った。
　こうして出発したインドの機械工業は高率の関税に保護されながら，輸
入代替を着実に進めようとした。例えぽ，機械・設備投資額に占める輸入
品の比率は，50年代初頭の70％から，60年代初頭には40％，さらに70年代
末には，15％まで低下した。」（11）
　このようにして，公的部門を中心として工業の建設が短期間の間に実現
し，発展途上諸国のなかではめずらしく，機械工業部門をもった製造業が
発展することになっていた。1956年の産業政策決議にみられるように，収
益性の高い消費財部門は，民間資本に解放されていて，公的部門で政府の
公的資金により開発された工業部門は，本来収益性は低いが，エネルギー
やインフラストラクチャーを含む国民経済の基幹部門であって，重工業を
も含む「管制高地」とよばれる分野にまで及ぶ広汎な領域にわたってい
て，インドに創設された公的部門の工業諸部門は，国民経済の構造を変革
していく基軸となったものということができよう。
　この国家の役割にひきつづいて重要な意義をもっているのが，土地改革
を中心とした農業の諸改革であろう。ここでは国家の行政機能（ラージ・
シャクティー）をつかっての制度改革が実行され，古い封建的専制的性格
をもった土地所有制度が近代的土地所有制度へと変革され，それにともな
って生産方法の近代化も徐々に実行されたのである。
　1950年代に入っておこなわれた農地改革は「中間介在者」の廃止，土地
保有者制限と超過所有の分配を二大柱とするものであったが，地主の富農
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化に政策目標があったため，多くの小作人は耕作権を奪われ，大量の農業
労働者を創出する結果となった。しかしながらこの農地改革の行政的主体
は地方州政府にゆだねられたため，地主階級の支配下におかれていた州政
府が，農地改革に熱心にとりくむはずもなく，この制度改革はきわめて不
充分なものになった。
　「公正の観点からすれぽ，土地改革の主張と関連するのは，農業におけ
る一般的な土地所有形態，小作契約，および就業形態である。利用できる資
料によれば，イソドの土地所有形態はきわめて歪んだものである。1960～
61年の全国標本調査のデータによれぽ，農村世帯総数4，900万のうち，そ
の63％が経営規模5エーカー以下のものであり，それは総耕作地面積3億
2，400万工一カーの19％を所有するにすぎない。その反対に農村世帯総数
の18％を占める経営規模10エーカー以上のものが，総耕地面積の62％を所
有している。75～76年の最新のデータによれぽ，農村世帯のわずか3％が
全耕地の26％を所有する一方で，農村世帯の70％は全耕地の24％を所有す
るにすぎないのである。」（12）
　ここで，インドの土地所有形態について，「歪んだもの」といっている
が，より正確には複雑なものといった方がよいように思える。たしかに
「中間介在者」は廃止されたが，重層化していた地主制の一部がとりのぞ
かれただけで，大土地所有制と小作制度はのこり，「1960年代初頭にイン
ド全体で，全耕地面積の25％が何らかの小作制のもとにあったと推計され
ている。」（13）のである。　しかしまた他方では，地主を「耕作者」にみたて
て，「土地を耕作者に」というスローガソを，実際に農地にでて汗水流し
て働いている農民から土地を取上げるために利用されたのである。独立後
40年代においてはなお国民会議派は，農民のための土地改革をその基本政
策としてかかげていたにもかかわらず（14），50年代に入って，州政府の手
で，土地改革が実行される段階で，それは地主のための上からの資本主義
化の道として農民から土地に対する権利をうばい，農業労働者に転落させ
るまったく反対の性格をもった土地政策に転換したのであった。
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　こうして，国家の諸機能によって手がけられた前近代的制度＝農業国
（イギリスの農業的周辺部経済として）インドにおける専制的土地制度の
改革は，地主階級が，それの実施機関である地方州政府を牛耳ることによ
って，きわめて不充分なものとしてしか実行されえず，しかも，一部実現
していった資本主義的生産関係は，地主の利益に沿った方向で実現してい
くこととなったために，それは前近代的専制的諸関係と結びついた諸制度
となってしまったが故に複雑で歪んだものとなったということができる。
　独立後のインドにおいて，国家の役割としてあげなけれぽならないもの
は，財政を通しての資本蓄積ということができよう。インドの貯蓄率は発
展途上国においては高いという評価があるが（15），その形態が，地主階級
などの資産としての蓄蔵であるために，資本化されて，産業の発展に活用
されるということが少い。換言すれぽ，本来的な資本市場が未発達なため
に貯蓄された資金が消費的な支出に流れてしまう場合が多いところにイン
ド的特徴があったということができる㈹。このような資金循環の性格を
転換して産業創出の投資に資金をふりむける役割をはたしたのが国家の役
割である。従って，インドにおける資本蓄積機構では，金融よりも財政が
重要な役割をになっていたと考えられるのである。
　第1次5ヵ年計画での投資額をみると，196億ルピーであったが，第2
次5ヵ年計画では，467億ルピー，第3次5ヵ年計画ではさらに750億ルピ
ーというように，公的部門を中心にした工業化のめざましい展開をしめし
た60年代には，国家による投資規模は急速に拡大した。鉱工業にエネルギ
ー運輸部門を加えて，その投資比率をみると，第2次5ヵ年計画では，56．6
％，第3次5ヵ年計画では，53．5％という高い比率になっている（17）。
　このような大規模な国家財政を通じての投資によって，公的部門を中心
とした重工業育成が実現したのであり，インドの開発計画（5ヵ年計画）
の基本的性格は，変っていないので，図1のようにその後も急速な拡大を
しめしているのである。ところで，すでに指摘したような「成長なき貯蓄」
といった特徴をもつインドの国民経済を背景とし，このような構造的特徴
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　　　図1総投資額，公共部門，外国資本依存率
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を放置したままで，財政を通じての投資の拡大は，はたして可能であるの
だろうか。ひとつには，間接税にたよっての税収入の増加をめざした。
1950～51年から1970～71年への20年間の推移をみると，中央政府の税収入
全体が40億4，500万ルピーから312億4，000万ルピーへの約8倍にのびてい
るが，間接税の伸びが大きく（約10倍），なかでも国内消費税の増大が驚異
的で，6億7，540万ルピーから181億4，400万ルピーへと約26倍強になって
いる〔18）。所得税による税収の比率が低いのは，課税対象となるべき高額
所得者に対する徴税能力を欠いているところにも，インド行政当局の問題
点があり，インド国家資本主義の内在している問題点に注目しておく必要
がある（19）。
　さらに，もうひとつ重要な財源が，赤字財政（借入金）である。1960年
代末に4億6，000万ルピー規模の赤字が，1971～72年度には，28億5，000万
ルピーとなっているし，さらに，80年代に入ると，84～85年度で374億5，000
万ルピー，86～87年には，826億1，000万ルピーと急速に増大している。
　インドの国家資本主義本来の目論見からいうならぽ，公的部門の諸企業
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の活動が，国民経済の中核を占めるわけであるから，こうした企業活動
が，財政の面においてもこれを支え，財政収入を豊かにしていくというこ
とになっていくべきであったと考えられる。しかし，インドの財政構造
は，公的部門への投資や，諸産業への補助金などのために支出は拡大の一
途をたどるにもかかわらず，財源は益々，借入金に依存せざるをえないと
いう状況にすすんでいったのである。
〔3〕
　経済開発にともなう国家の役割としては，教育制度の普及，工業化のな
かでとくにインフラストラクチャーの整備など前節でとりあつかわなかっ
た課題もいくつか考えられるが，ここで問題にしているのは，あくまで社
会主義型社会，すなわちネルーの目標としてかかげた新たなインド像との
関連において，いくつかの課題をとりあげた。まつ第1は，公的部門とし
て創出された重工業群がある。すなわち，インドでは，国家意志として新
しい産業を創出したのであった。また第2としては，制度改革がある。
「耕作老へ土地を」というスローガンにあらわれているように，土地所有
制度を根幹とする旧制度の改革が注目されるが，国民会議派の変質によっ
て，改革は中途半端に終った。そして第3としては財政による資本蓄積が
ある。財政制度は，その基盤となる国民経済の構造が変革されないかぎ
り，充分にその機能を発揮しないものであるが，インドの場合には，その
階級的性格からみても，充分な働きをするすべもなかったということもで
きる。さて，このようにして，インドの国家資本主義は，すでに1960年代
末には壁にぶつかっていたのであり，70年代以降，国民経済の多くの分野
に問題が目につくようになってきた。それらには，インド国家資本主義
（それを「社会主義型社会」と呼んでもよいが）の問題点がよくあらわれ
ていたように思う。それらは逐一とりあげ，検討してみることとしたい。
　重工業優先の開発戦略は，建設過程にある第1部門の工業が，生産を開
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始していけば，途上国が必要としている生産手段の供給が飛躍的に拡大す
るのであるから，経済全体の規模が拡大し，経済成長率は，それとともに
急速に上昇するはずであった。しかし，現実のインド経済のパフォーマン
スは，異った経過をたどっていたのである。
　「1970年度価格で，NNPをみると，第1次5ヵ年計画期（1951～55年
度）には年平均3．6％，第2次5ヵ年計画期（56～60年度）には同4．0％，
第3次5ヵ年計画期（61～65年度）には同2．2％の割で増加している。か
つてない厳しい旱越とパキスタンとの紛争が重なった第3次5ヵ年計画の
最終年度を除くと，第3次5ヵ年計画期の年平均成長率は，約4．4％とな
る。また経済計画初期の15年間である50～64年度を通してみると，年率
3．7％となり，2年続きで旱魅がおきた65，66年度を除いて67年度から69
年度までの13年間をとると，その成長率は年率3％となる。
　こうしてみてくると，比較的事件の多かった経済計画初期の15年間の成
長率が，それ以降の時期の成長率とほとんど変らないのは奇妙なことであ
る。」（20）
　重工業建設の効果があらわれてよい時期にむしろ，経済成長率は停滞も
しくは低下してきているのである。「社会的生産有機体」という性格をも
っている国民経済のなかにあって，国家が資金を投じ，また海外から技術
を導入して建設した近代的諸工業部門は，充分に適合し，その有機体とし
ての一部を構成しえなかったというべきなのであろう。事実公的部門の諸
企業の操業率の低さが問題となった。
　ところで，企業の操業率という問題は，ミクロ的問題であって，個々の
企業努力や，新・旧部門の相異などによって，公的部門のなかにあって
も，当然のことながらきわめて不均等な発展状況を示している。表1にお
いてみられるように，例えぽ石油部門（石油天然ガス公社（ONGC）など）
は，経済ナショナリズムを代表する部門であると同時に，新しい経済発展
をつくりだしていくもっとも先端的な部門ということができる。したがっ
て，操業率も高く，収益性も高いのである（製品価格の決定も影響してい
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表1黒字公企業上位10社
1．ONGC
2．Indian　Oil　Corpn，
　　Ltd．
3．National　Thermal
　　Power　Corpn。　Ltd．
4．SAIL
5．BHEL
6．Oil　India　Ltd．
7．Indian　Petrochemi－
　　cals　Corpn．　Ltd．
8．Bharat　Petroleum
　　Corpn．　Ltd．
9．Air　India
10．Indian　Airlines
税引前利益（100万ルピー）
1985年度＊　　1984年度
操業率（％）＊＊
1985年度　1984年度
19，314．7　（50．1）　　16，274．1　　101－117　　　99－127
1，941．5　（　5．0）　　　1，623．5　　　84－107　　　88－107
1，830．4（4．8）875．4
1，590．5　（　4．1）　　　－816．0
1，503．3　（　3．9）　　　1，136．9
1，183．4（3．1）　　1，599．3
　778．2　（　2．0）　　　　　611．2
689．2（1．8）
660．0　（　1．7）
635．2　（　1．7）
209，6
74 58
　74　　　　　66
20－134　　　33－142
　88　　　　　91
87－123　　　89－124
107 91
合 計 30，126．4　（78。1）
（注）　＊　かっこ内は黒字公企業全体の総税引前利益に対するシェア。この合計
　　　は，利益の上位10企業への集中度を示す。
　　＊＊　・・一・・の操業度は工場別に示された数値の下限と上限。
（資料〉　『公企業白書』1985年度版および1984年度版から作成。
（出所）伊藤正二編　前掲書，67ページ。
るが）。これと対照的な部門が，製鉄部門ということができよう。インド
鉄鋼公社は，公的部門への投資の50％強を一社でしめる巨大企業で，重工
業全体の中核的存在となっているが，依然として操業率も低く，企業の生
産効率も低いという問題が残されている。表1のほかに赤字公企業として
は，石炭，肥料，アルミニウム，重機，鉄鋼などの業種があげられてい
て，操業率も50％を下まわっている企業も存在している（21）。
　このようにインドの公的部門は，当初予定したほどの効果を国民経済の
上におよぼさなかったというだけでなく，ちょうど資本主義先進諸国で，
一連の技術革新がおこり，コンピュータの発達と応用により数値制御の工
作機械の出現などによって，インドの生産手段部門がしだいに時代おくれ
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となり，生産手段部門の輸入代替政策にもついに逆転現象がおこってい
た。
　「工作機械の場合この傾向が顕著であり，総供給に占める国産品の比率
が80年の80％から85年には50％まで低下したのである。資本財輸入額は75
年以降の10年間は，年平均200億ルピー程度であったが，85年には400億
ルピーへと倍増している。このための国産品需要が落ち込み，機械・工作
機械の生産増加率は前年の6．7％から2％へと急落した。」（22）
　こうして，インドの重工業優先政策は調整を必要とする時期をむかえた
ということができよう。70年代以降のインドの5ヵ年計画は，基本的には
従来の工業化戦略にもとついてはいるが，公的部門の一部を民間部門に開
放したり，重工業優先の手なおしをおこない，工業化のテンポを引き下げ
るなどしている。すなわち，一定の調整を必要とする時期に入ったという
ことができよう。いずれにしてもインドの工業化が，輸入代替政策であっ
て，国内市場に依拠した工業化戦略は不変であることから，国内市場拡大
の政策が工業化と併行して実行されなけれぽならないのであるが，この面
での目立った成果がないのであるから，工業化停滞の基本的要因は，国内
市場の狭隆性に求められることになろう。
　このようにみてくると，重工業優先政策が根づくためには，それを必要
とする消費財工業部門の拡大が必要であったし，農業改革を基本とする国
内市場の創出が必要な前提条件となっていたのである。ところが，すでに
みたように，国家の重要な役割のひとつとして，重視されていた土地所有
制度の改革は中途半端におわり，しかも基本的に地主階級の利益に沿うも
のに変質したのであった。
　ところが，イソドの国家資本主義的発展の道は，地主階級の利益を従来
の形態で維持しうるものではなく，近代化＝富農化していくことによって
まもろうとした。つまり，資本主義化の道は避けて通れないものであっ
た。この近代化路線は「緑の革命」として知られている，「高収量品種」
の普及と，それにともなう資本主義的経営政策として実行された。
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　高収量品種を中心に展開された新農業戦略では，まず充分な水の供給が
必要で，灌概された耕地が前提となり，肥料と農薬と充分な労働力の投入
が必要となってくる。在来種と異なるところは，多額の資金の投入がなけ
ればならない。従って政府の農業政策の中心は，かつての土地改革を軸と
した制度改革（自作農創設）から，融資と補助金を軸にした農業の生産性
向上政策へと転換した。
　表2にもみられるように，農村への資金供給が多くなり，資本主義化は
すすんでいったのであるが，地主階級支配が継続しているため，政府の資
金供給が実際には，農業生産に投入されない場合も多く，きわめて不均等
な状況をえがきだしているのである。それにしても，肥料，灌概費，電力，
オイルなどのエネルギー経費，農薬といった費用が増加して，家畜飼料の
比率が低下し，農業経営の内容に変化が生じている。このことが農業にお
表2　農業生産の費用と構成（1970－71年度価格）
1970－71　　　　1977－78　　　　1981－82
1　農業産出高ω（1億ルピー） 2，072．95　　　2，450。28　　　　2，605．17
H
??（?）
投入量（1億ルピー）
1，種　　　子
2．肥　　　料
3．固定資本の修理，保守，操作費用
4．家畜飼料
5．灌概　費（b）
6．流通経費
7．電　　　力
8．殺　虫　剤
9．ディーゼル・オイル
408．86
17．0
15．5
　2．8
53，1
　1．3
　2．4
　1．4
　1．0
　5．5
522．15
14．4
22．5
　2．8
41．5
　2，5
　2．2
　2．6
　2．4
　9．1
615．00
12。5
24．7
　2．7
38．0
　2．4
　2．0
　3．3
　2．3
12．2
皿　H／1×100 ・9．・1
・・．・1 23，6
（注）（a）牧畜（70－71年度15．・4％，77－78年度16．7％，81－82年度17，2％）を
　　　含む。
　　（b）他に各年度それぞれ2．6倍，2．3倍，3．1倍の政府支出の灌概費がある。
（資料）　Govt．　of　India，2＞ational　Accounts　Statistics，197071Nヱ981－82，
　　Delhi，1984，　p．109（Table　37）より作成。
（出所）　西口・浜口編「新版・インド経済」1990年，117ページ。
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いてのいっそうの貨幣経済の拡大と商業的農業の発展の状況を示している
のである。しかしながら，この傾向は，はたして満足のいくものであった
のだろうか。地主階級の富農化という路線は，それほど，順調にすすんだ
わけではなく，他方で広汎な小作関係を依然として残しながら，きわめて
複雑な生産関係をつくりだしていたのである。
　こうした複雑な生産関係をかかえたままで実行されていった「緑の革
命」はどのような成果をあげたのだろうか，全体としては，1980年代に入
って，食糧自給は達成されるまでに生産を増大させている。しかし，穀物
別にその生産の増加状況をみると，かなり違いがあるように思われる。
表3は，1980年までの各時期の成長率であるが，米の場合にはむしろ，緑
の革命が導入されて以後に成長率が低下している。作付面積の増加が，生
産拡大をもたらしたのだとされている1949年～64年の時期には，単位面積
あたりの生産量も増加しており，むしろその後の高収量品種の採用の時期
にその成長率が低下しているのである。1980年段階で稲作への高収量品種
の採用が45％とされているのであるから，この成長率の低下は，在来種に
おける悪化が生じているのかもしれない。いずれにしても米における「緑
の革命は成果をあげていないといいうる。米と対照的に小麦の場合には高
表3農作物の作付面積，生産量，単位面積当
生産指数
における
比　　率
面 積
1949－64　　　　1967－80　　　　1949－80
年　度　　　年　度　　　年　度
食　糧　穀
ia）米　　一
ib）小
ic）ジョワール
?? 68．12
R3．98
P2．16
S．86
1．4
P．3
Q．6
P．0
0．4
O．7
Q．9
｢1．2
0．8
P．0
Q．8
｢0．1
その他の作物 31．88 2．5 1．0 1．3
全　　作　　物 100．00 1．6 0．5 0．9
（資料）Economic　Survey（Government　of　India，各年版）より推計。
（出所）　V．N．バラスブラマニヤム著，前掲書，95ページ。
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い成長率を示している。「緑の革命」の時期に単位面積当りの生産量の成
長率も高く，さらに小麦生産自体が高い収益性をも持っていたために作付
面積をもさらに拡大して，その両老の要因によって，5．5％という高い成
長率を実現したのであった。このような事実をふまえて，浜口氏はつぎの
ように特徴づけている。
　「以上の考察から「緑の革命」を特徴づけるならば，第1にそれはHYV
計画の普及速度からわかるように，「漸進革命」である。第2にそれは，
作物別では小麦生産に偏った「小麦革命」であり，したがって第3にそれ
は小麦作地帯の灌慨地域を中心とした「地域革命」である。」㈹
　一部の小麦作地帯での農業資本主義化の成功は，インドの他の広汎な地
域との格差をはっきりとえがきだし，農村社会における貧困の蓄積は土地
なし農民や農業労働者へのしわ寄せとしてあらわれたのであった。貧困層
の減少が5ヵ年計画ごとに指摘されているけれども依然として40％の水準
に達している（24）。
　このようにインドの国家資本主義は，その当初からネルーのいう「社会
主義型社会」とは本質的に異なっており（これを非資本主義的発展と特徴
づけようとした研究者もいたが），したがって，それに内在する矛盾が深刻
たり生産量の成長率，1949－80年度（年率％）
生 産 量
1949－64　　　　1967－80　　　　1949－80
年　度　　　年　度　　　年　度
2．9
3．4
3．9
2．5
2．4
2。2
5．5
2．0
2．5
2．4
5，8
1．3
単位面積当たり生産量
1949－64　　　　1967－80　　　　1949－80
年　度　　　年　度　　　年　度
1．4
2．1
1．3
1．5
????? 1．5
1．5
3．0
1．4
3．5 2．3 2．6 0．9 1．2 1．0
3．1 2．3 2。5 1．3 1．4 1．3
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で，1960年代に明確な形をとってあらわれた。これを第4次5ヵ年計画の
延期，いわゆる「プラン・ホリデー」の時期にみることができる。そし
て，その内容は，この体制のなかに内包されていた階級間の諸矛盾とみる
ことができる。そしてその最も大きな要因は農業改革の変質にもとめられ
るわけであるが，その結果として，工業化を支えてきた財政の破綻として
あらわれ，70年代以降工業化の調整へと向かわざるをえなくなった。
　財政の問題点についてはすでにふれたが，まつ第1の，税収入における
間接税への依存は，社会的公正という建前とおよそ裏腹に，高額所得者へ
の優遇と，一般大衆への課税強化という結果をもたらし，各階層間の所得
格差を拡大していくことになる。しかもそれだけにとどまらず，所得の上
層階級においては，依然として「成長なき貯蓄」を促進することになり，
しかも一般大衆の所得低下から国内消費市場の縮少へと進んでいき，国内
消費税を中心とした間接税への依存拡大は，国家資本主義の本来的基盤と
してきた国内市場の狭隆化を促進していくという役割を果していることに
よって，インドの財政政策は，その工業化戦略を支えるどころか，逆に，
工業化を袋小路におしこめてしまい，まさに国家資本主義の破綻を自らつ
くりだしているといっても過言ではない。
　さらに，第2の特徴としては財政収入に積極的寄与をしていくはずの公
的企業の収入が，予測を大幅に下まわり，むしろ，補助金の支出は拡大す
ることになり，負担の増大という結果をまねいているのである。
　「第6次計画に対する公企業の剰余収入は過剰評価のように思われる。
3次計画でのそれは，43億5，000万ルピーで，第4次計画では，143億1，000
万ルピー，第5次計画では258億3，000万ルピーへと増加した。第6次計画
では，にわかに939億5，000万ルピーへの増加は，ありそうもないことで，
せいぜいそれの69％である647億7，000万ルピーが，やっと予測できる金額
のように思える（25）。」
　このような財政収入の制約要因は，公的部門への投資規模に対しても制
限的に作用し，工業化の比重における民間部門の上昇が不可避となり（26），
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1956年の産業政策決議できめられていた制約をといて，民間部門への開放
がおこなわれてきた。それにしても第3の特徴として，このことからおこ
った当然の帰結としての財政の借入金に対する依存が，累積的に増加して
いった。
　「インドで使用されている「財政赤字」あるいは「赤字金融」は政府部
門の借金総額のうちの特殊な一部分にすぎない。むしろ政府部門の借金総
額の大きさを示すよりよい指標は，短期の債務であるだけでなく，国債を
も含む長期の債務をも考慮した公的債務ということになろう。86年3月時
点での中央政府部門の公的債務残高の対GNP比をみると実に65％にまで
達している。」（27）
　この赤字財政の体質は，しだいにイソフレーションへの傾向を強めてい
き，オイルショックにより，2桁の物価上昇を経験したあと，ついに，悪
性化，慢性化してしまったのである。1980年代以前においては，石油ショ
ックによる大幅物価上昇はあったけれども，ほぼ5～6％の上昇率であっ
たが，1980～81年18．2％（第2次オイルショック），81～82年9．3％，82～
83年2．6％，83～84年9．4％，84～85年9．6％といった9％台の上昇率を示
している（28）。
　このインフレーショソの進行は，国内市場の狭隆性によってもたらされ
ていた，国内市場依存の輸入代替工業化政策の危機をいっそう深めていく
こととなり，1984年に成立したラジープ政権によって，開発戦略の本質的
な手なおしをおこなわざるをえない状況をむかえていたということができ
るように思う。
〔4〕
　経済の発展過程における国家の役割と課題に接近する場合に，国家一般
といった抽象的概念は問題となりえない。というのは，国家の役割を問題
にしようとする論理段階は，きわめて具体的な経済問題であって，具体的
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な生産関係の存在との関係で，はじめて国家が課題となるはずだからであ
る。かつて，マルクスが経済学の体系のなかで国家範疇を位置づけた場合
にも，「ブルジョア社会の総括」（29）としてであった。すなわち，資本主義
的生産関係の具体化への論理過程において，ブルジョアジーの権力として
の国家が問題にされているのである。
　インド経済ではどのようにして国家が登場してきたのかということにな
れぽ，インドの独立への過程，その経済的土台の必然的結果として，ブル
ジョア・地主階級の権力としての国家が成立したのであった（3°）。したが
ってその経済開発過程における国家の役割は，インドにおける国家資本主
義としてまつ把握されることになるのである。
　マハトマ・ガンディーが，「人民の脈に指をあてて感じとった」ものは
何であったのか。国民会議派の腐敗であり，その権力の反人民性であっ
た。したがって，彼は国家の役割には，何の期待もいだいていなかった。
彼は，民衆の覚醒に運動の焦点をおこうとしたのであった。ジャワハルラ
ル・ネルーは異っていた。彼は，「社会主義型社会」の実現のたあに自ら
権力の中心にいて，国家の役割を信じ，全ての力をそこに注ぎ込んだので
あった。
　その開発過程の第1期は，第3次5ヵ年計画の時期をもって終った。重
工業優先の工業化を軸にした「社会主義型社会」建設の目標は，この段階
で，行きづまったとみられる。
　その後は，調整を伴いつつ，国家資本主義の過程を進めてきたというこ
とができよう。農業と工業のバランス，対外経済関係の調整など，国家の
機能は，第1期の建設過程での主導性といったものから，各種の調整機能
へと重点が移ったところに第2期の特徴があったといえよう。
　第3期は，1984年のラジープ政権の成立によってはじまる。従来の国家
機能重点の開発戦略から，市場メカニズムに重点を徐々に移していこうと
する自由化過程がはじまったのである。ここでは，国家の役割そのものが
問いなおされ，むしろそれを縮少していく方向がうちだされ，イソドの国
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家資本主義の本質的転換がはじまったのである。ガンディーもネルーもと
もに排除した市場メカニズムがよりよい機能を発揮するものとして登場
してきたのであった。
　ところで，1991年6月に成立したラオ国民会議派政権は，国家資本主i義
的開発戦略の全面的放棄にむけて動きだし，ここに第4期として考えられ
る新たな時期が，インド経済の発展過程においてはじまったのであった。
1991年7月に発表された新産業政策は，つぎのような骨子からなっている。
①少数の戦略的分野以外は全て私企業に開放する。②企業の設立，拡張，
などの許認可制度の原則的撤廃，③独禁法における大企業集団の拡大規制
条項の削除，④外資導入の促進など（31’。
　こうして，インドにおいては，国家資本主義から市場メカニズムを核に
競争を通じて発展していく資本主義に転換したとうけとられている（32）。
　　　　　　　　　　　　　　　《注》
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